






University-Industry Cooperative Research in Japan: 


































                             
∗ 国立教育研究所 客員研究員 





















































 このことは、これより先の明治 10 年の『第六年報』の記事によって裏付けられるばかりか、その
後の学科の再編においても見られる。すなわち、５学科で発足したのち、明治 11 年の最初の改組で
は工学科のなかに土木・機械の２学科の専攻を置き、明治 13 年には地質学及採鉱学科が地質科と採

























































































 工部大学校の廃止が決定される過程と時期は詳らかではない。しかし、明治 17 年 12 月に文部省
が司法省の法学校の移管を承けて東京法学校としていたことで、工部大学校の処分の方向もしだい
に定まってきたものと推測される。明治 18 年になると、９月 28 日に東京大学に東京法学校を併合
し、12 月５日に東京大学自身は法学部を政経学部と改称し、理学部を分割して工芸学部を設置して






















































年６月教授、19 年３月退任）となった。ついで同 16 年６月には、イギリス留学を終えた三好晋一
郎が准奏任御用掛（17 年 12 月助教授、19 年３月教授）となって授業を担当した。これらの学科は
帝国大学発足とともに造船学科となるが、教官人事における海軍との交流はひきつづき行われてい
た。 
































治 23 年に土木局長に就任したときには工科大学教授・学長が兼任となり、明治 27 年に技官の最高
のポストである技監に就任した。明治 31 年７月に土木技監兼土木局長兼工科大学教授兼学長を辞任





















 橋梁工学は、琵琶湖疎水の建設に貢献した京都府技師田辺朔郎が明治 28 年に教授に就任するが、





 衛生工学の中島鋭治は、欧米留学後の明治 19 年に工科大学助教授に就任するが、明治 23 年に辞
任して内務省技師・東京市水道技師となり、再び明治 29 年に教授となり、内務省技師兼官として勤
務した。草間偉は明治 42 年に助教授、大正 10 年教授に就任するが、内務省技師を兼任（衛生局）
して上下水道の出願書類の全国調査、水道用鋳鉄管の規格仕様書をメートル法とする改編作業・規
格編成作業などに尽力し、逓信省嘱託として無線電信柱の設計に参画した。 






のは真野文二（明治 14 年工部大学校卒、15 年助教授、19～22 年英留学、帰国後教授）であった。
大正２年に文部省実業学務局長に就任して大学教授は兼官となり、大正２年に九州帝国大学総長に

























 寺野精一（明治 25 年助教授、32 年教授）は、三菱造船所で建造した、主機に輸入タービンを搭
載した義勇艦隊さくら丸、客船天洋丸・地洋丸の船体設計・建造に関与した。船型試験水槽に係わ
って、著名なフルードの助手パービス（在任期間：明治 34～大正９年）の後任となった教授山本長
方（大正８年講師嘱託、10 年教授）は、明治 28 年、グラスゴー大学卒業後に三菱造船に入社し、
常陸丸をはじめ天洋丸など時代の先端にある船舶の設計・建造と、さらには船型試験水槽の建設・
運営を担当した。 





















 志田林三郎（明治 12 年工部大学校第１回卒、イギリス留学）は明治 16 年に帰国すると、4 月に






 工部大学校を明治 14 年に卒業した同期３名のうち、中野初子（明治 14 年工部大学校教授補、15
年助教授、24 年工科大学教授）は赤坂離宮の電灯工事、東京電灯発注・石川島造船所製作（明治 28
～29 年）の発電機設計などを担当するとともに、駒橋－東京間の長距離高圧送電線（明治 44 年）
の建設を顧問として指導した。電気学科の強電関係の教授として、電気機器製作や発電所・送電線
の建設などで業界の指導にあたった。 
 藤岡市助（明治 14 年工部大学校教授補、15 年助教授、19 年帝国大学工科大学助教授、同年 12
月辞職、講師として 31 年まで勤務）は、在職中に三吉電機の顧問として発電機の設計・製作を指導
し、東京電灯技師長就任のために辞職、ついで電球製作のために白熱舎（のち東京電気）を創設し
た。後任の山川義太郎（明治 15 年工部大学校卒、工部省技官、20 年工科大学助教授、27 年教授）
は、電灯照明技術の体系化を図る一方、広島水力電気の高圧送電線の設計（明治 32 年）に参画した。 



















た。翌 15 年２月に設置された地質調査所の初代所長（26 年まで）、18 年 10 月に農商務省少書記官、
理科大学教授兼官（24 年まで）、明治 22 年９月に鉱山局長兼任（26 年まで）となった。明治 25
年に設置された製鋼事業調査委員会の委員、明治 30 年には官営八幡製鉄所長官などを勤めた。 
 渡辺渡は東京大学理学部の第１回卒業生で、明治 12 年卒業とともに准助教に、14 年助教授、ド
イツ留学を経て、19 年の帝国大学発足とともに工科大学教授となり、26 年には御料局技師・理事を
兼務した。野呂景義は明治 15 年に卒業し、同年に東京大学准助教授、翌 16 年助教授を経て明治 18
















 無機化学（のち第２講座）を担任する中沢岩太（明治 12 年東大化学科卒、東大助教、助教授を経
て 16～20 年独留学）は、20 年に教授となった。その後、23 年に宮内省王子硫酸製造所事業嘱託、
翌 24 年に宮内省御料局技師兼任・王子硫酸製造所長、27 年には宮内庁御料局技師が本務となり、
王子製造所長・大阪製錬所長兼務、工科大学教授兼任となり、翌 28 年には宮内庁技師は兼官・東大



























 山川の後任教授である鶴田賢次（明治 26～36 年物理学・助教授、ドイツ留学から帰国後教授昇任
し、明治 44 年まで講座担当、大正２年辞任）は、日露戦争後の明治 39 年に、東京計器製作所が光
学計器部を設置して海軍の技術援助により光学兵器の研究を始めると同時に招聘され、航海用望遠
鏡などの摸倣・製作を指導した。東京計器製作所は、当時はドイツから輸入していたガラスの研磨
法を明治 40 年頃から鶴田賢次、横田成年等の指導のもとで研究を進め、43 年には今井重吉（43 年
実験物理学科卒）が入社して光学兵器の研究を開始した。 
 同様に、日露戦争後、海軍造兵廠が光学兵器の研究に着手したときの担当者である海軍大尉安東







 田中舘愛橘（明治 15 年東京大学理学部卒、准助教授、16 年助教授、21～24 年イギリス留学、帰











 長岡半太郎（明治 20 年帝大理学部卒、大学院進学、23 年助教授、26～29 年ドイツ留学、帰国後
















気・非職、28 年９月講座担当教授、同年 10 月非職、翌年病没）は、世界最初の地震学専任教授と
いわれるが、助教授時代の明治 18 年に内務省地理局験震課が設置されたときに課長兼務となった。 
















となるが、翌 18 年 10 月に非職、再度 25 年 10 月に帝国大学医科大学講師、26 年９月に薬学第三講
座担任、26 年 10 月に医科大学教授に任命された。こうして薬学科が３講座体制となった時期には、
留学先であるドイツ薬学の強い影響を受けることになった。 















 薬学科教授が製薬会社顧問になる事例として、下山の後任教授朝比奈泰彦（明治 38 年卒、大正元
年助教授、７年教授）も大正 12 年に武田薬品の技術顧問となったが、門下生を同社に就職させ、会
社も朝比奈の研究開発に終始助成を惜しまなかったといわれる。 
 丹波の後任教授近藤平三郎（明治 33 年卒、明治 40 年ドイツ留学、43 年３月帰国、陸軍勤務に復
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帰、明治 45 年３月東大講師、同６月助教授、大正４年 11 月教授）は、ドイツ留学から帰国した明






































































































































































































































































IWE 社の技術を導入した。主要な提携をあげれば、重電機分野では明治 42 年に芝浦製作所がジェネ
ラル・エレクトリック（GE）社と、白熱灯製造では明治 38 年に東京電気が GE 社と契約していた。
これらに倣って大正 12 年に三菱造船の電気部門から独立した三菱電機はウェスチングハウス（WH）





















































し、明治 16 年）が設置された。 













への移管が明治 26 年に閣議決定され、日清戦争のために遅れたが、戦後の明治 28 年に実行された。
明治 24 年の濃尾地震を契機に、地震に関する基礎的調査の研究のために設置された震災予防調査会
 78






 農商務省は、農業関係の農事試験場（明治 26 年４月）などを整備していったが、地質調査所に加
えて検定機関としての中央度量衡器検定所（明治 36 年 12 月）、検査機関として生糸検査所（明治







































































 明治 11 年２月８日に、東京大学は理学部の観象台（後の天象台）の建設を企図して研究機能の整









18 年に企画された施設で、20 年に竣工した後、直ちに利用が始まった。明治 26 年８月の帝国大学
官制では、東京天文台を理科大学附属とし、理科大学教授から補任された天文台長が事務を掌理す

















 この職制の制定前後に、同所では試験研究の整備を進めた。日露戦争開始直後の明治 37 年７月頃
には、飽ノ浦の鋳物場に分析室および材料試験室を設置して、化学分析、材料試験を開始した。明
治 41 年 10 月の職制によれば、機関設計技師の管轄のもとに分析係（室を改めて係）と材料試験室
が設置されていた。明治 44 年には、材料試験室が材料試験係に昇格した。この年には分析室・材料
試験室を建設し、大正元年 12 月に機関設計技師の管轄のもとに分析係、材料試験係および顕微鏡室
を設けた。分析室発足の翌 38 年 11 月、船型試験場水槽の調査・研究にイギリスに派遣されていた
技術者が帰国したので、明治 40 年１月に船型試験水槽に着手し、８月には試験水槽が完工し、翌




 東京電気（のち芝浦製作所と合併して東芝）では、明治 32 年（1899）４月に三田工場の２階に設
けられた実験室がマツダ研究所（電球の商標名に由来する）の起源としている。輸入電球による圧












 芝浦製作所は明治 26 年、その最初の職制において工場を担当する技術課を設け、技術の企画・開
発を管理する「設計」部門を附属させた。株式会社発足時の翌 38 年には製造部門を工場部とし、技
術関係部門を電機部・機械部として、これらの２部門には設計・予算・検査の各係を置き、生産の
流れを管理する体制をつくった。翌 39 年に電機部検査係のもとに研究室を置いたが、約 20 坪程の




















































































































































































































































































 附置航研は発足前におよそ 100 万円が諸施設の建設と整備に支出され、発足時には大正 10～14
年度の５ヵ年継続事業として臨時費 235 万円が支出され、研究所の拡張が図られた。拡張計画の完
了後は経常費 150 万円で運営される見込みであった。研究陣容は所長のほか、所員、嘱託員、技師、




節減、さらには大正 12 年の関東大震災による被災で持ち越された。 




して所員 20 名、技師５名、技手 65 名となり、事務体制も強化された。この時期までを創設時代と
している。その後、経費節減などもあったが、人員や予算はほぼ同じ状態で推移し、日中戦争後の
昭和 13～17 年度には毎年度に拡張が図られた。16 年末には定員が所員 32 名、技師７名、技手 100














































機となる航空機の制作費が臨時費として 36 万円、試験飛行諸費 10 万円の計 46 万円であるが、完成















 発動機部では、昭和７年から開発に着手して９年には公称 750 馬力、水冷２サイクルのディーゼ
ル発動機の設計を終えていた。当初はこれを航研機に採用することを考慮していたが、重量が重く、


















































 金研の発端となる臨時理化学研究所の設置は、すでに触れたように、大正４年４月 30 日に東北大
総長北条時敬と井上仁吉・佐藤定吉と三共専務塩原又策の間で、研究費助成などの件について合意
して「協議要録」を作成したことにはじまる。それに従って５月６日には寄附願いが提出され、８















































 総長北条は大正６年 12 月に学習院院長に転出していたが、再び住友家に勧めて、前回より１桁多













































友電線に与えるさい、当初は発行全株式の 50％の譲渡を要求したが、住友家が KS 磁石鋼の特許使
用権を提供することで 25％に譲歩させ、住友電線を改組した株式会社（資本金 1,000 万円）の全株
式の 25％を日本電気に渡し、WE 社は電話用重信ケーブルに係わる特許の使用権と製作用機械を日本
電気から住友電線に移し、住友は高磁力磁石鋼の特許使用権を WE 社に許諾する等の条件で大正９年
10 月に交渉の決着を見た。同時に、住友家は KS 磁石鋼の特許実施権を 30 万ドルで WE 社に売り、
共同契約者である GE 社および WH 社を含めて KS 鋼の大量使用に関する特許係争は大正 14 年に決着
をみた。 
 当時は１ドル２円前後であったから、この代価は東北大臨時理研第二部の拡張費、つまり附属鉄
鋼研の創設費にあたる寄附金 30 万円のおよそ２倍である。IWE 社との交渉において、住友電線の株
式譲渡を 25％（250 万円）に半減させていたことによる利益をあわせ考慮すると、東北大への寄附
は本多の研究を刺激して学術的成果をもたらすとともに、住友にもきわめて有利な寄附であった。
住友家は、その後も研究費として昭和７年、９年にそれぞれ１万円、12 年に 1.7 万円を金研に寄附
するほか、防護壁、ガラス工場建物などを寄附した。さらに、昭和 10 年 10 月に附属電気通信研究


































































  一、サヴィオール類、砒素化合物、代品薬研究 
  二、猛毒物、毒瓦ス（ママ）、発火剤ノ電気化学的研究 
  三、防腐、殺菌、内分泌、栄養源ノ研究 
  四、特殊ガラス及特殊鉱石ノ研究 
  五、色素、染料及特殊工芸品ノ研究 
  六、応用特殊工業ノ研究 
 閣議決定に先立って、第 51 議会に上呈した予算請求には京大「理学部附属化学特別研究所拡張費」
を掲げ、上記の説明を要約する形で「本邦産業及軍事上最モ必要ヲ痛感スル毒瓦斯、防腐防虫剤、
爆発性物及塗料等、特殊薬品ノ研究ニ従事セシメントスル」として、大正 15～17 年度の継続費とし


























































































 日中戦争期に新設された研究項目の意味とそれに伴う措置を見よう。昭和 12 年の官制改正で研究
項目として人造羊毛の研究が承認された。このことは、国際的な緊張の高まるなかで発生したオー
ストリア羊毛の不買問題に絡んで、緊要な国家的課題となっていた。昭和 11 年に商社の伊藤萬は人
















ば、12～18 年にわたる７ヵ年で 200 万竏／年の生産が目指された。この計画との関連で、軍部の強
い要望によって、化研に中間工業試験工場が５ヵ年計画で建設されることとなり、昭和 12 年度予算
に臨時費 15 万円と経常費年５万円の特別予算が計上された。この当初予算は、建設費として不足で
あったが、住友本社と関連会社の寄附によって補った。すなわち、昭和 12 年 12 月に 10 万円（２回
に分納）、さらに昭和 15 年にも 15.8 万円を寄附していた。さらに、住友化学工業は援助のため、




の試験工場は昭和 12 年に着工し、15 年には初期の目的である粗油を得ることに成功し、同時に開
始された鉄触媒の研究でも、コバルト触媒と同等の性能をもつものを開発して成果を収めた。さら




友系企業から多額の研究助成金（昭和 14 年に５万円、16 年に２万円）と研究室建物の提供があり、
中間実験設備はすべて住友化学の資金で建設された。人造皮革については、日本皮革会社からの委
託研究 3,000 円でもって喜多研究室が試作した。人造樹脂に関しても、喜多研究室は海軍技術研究
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『東京大学百年史』通史１、通史２、通史３、部局史２、部局史３、資料１、資料３、昭和 59-62 年。 
文部省編『学制百年史』資料編、ぎょうせい、昭和 47 年。 
大蔵省編「工部省沿革報告」、大内兵衛・土屋喬雄編『明治前期財政経済史料集成』第 17 巻、改造社、昭和６年、
原書房復刻、昭和 54 年。 
津田茂麿『明治聖上と臣高行』自笑会、昭和 3 年、原書房復刻、昭和 45 年。 
伊藤博文『秘書類纂、官制関係資料全』秘書類纂刊行会、昭和 10 年。 
通商産業省（鎌谷親善）編『商工政策史 工業技術』商工政策史刊行会、昭和 54 年。 
旧工部大学校史料編纂会編『旧工部大学校史料』、『旧工部大学校史料附録』虎之門会、昭和６年。『旧工部大学
校史料・同附録』青史社復刻、昭和 53 年。 
中山茂『帝国大学の誕生』中央公論社、昭和 53 年。 
三好信浩『日本工業教育成立史の研究』風間書房、昭和 54 年。 
日本科学技術史学会編『日本科学技術史大系』通史１、通史２、通史３、教育２、第一法規、昭和 39-42 年。 
参謀本部編纂課編纂『征西戦記稿』陸軍文庫、巻 65、明治 20 年（日本科学技術史学会編『日本科学技術史大系』第
１巻、第一法規、昭和 39 年所収）。 
 100
横須賀海軍工廠『横須賀海軍船廠史』大正４年、原書房復刻版、昭和 48 年。 
安藤円秀編『駒場農学校等史料』東京大学出版会、昭和 41 年。 
『東京帝国大学学術大観』工学部・航空研究所、昭和 17 年。 
『東京帝国大学学術大観』理学部・東京天文台・地震研究所、昭和 17 年。 
真野文二『古市公威』北林勝蔵、昭和 12 年。 
大霞会編『内務省史』第３巻、地方財務協会、昭和 46 年。 
鈴木梅太郎博士顕彰会・鈴木梅太郎先生伝刊行会編・刊『鈴木梅太郎先生伝』朝倉書店、昭和 42 年。 
志田文雄編・刊『故志田林三郎・同富子記念録』昭和２年。 
瀬川秀雄編『工学博士藤岡市助伝』同伝記編纂会、昭和８年。 
堀岡正家編『工学博士浅野応輔先生伝』同伝記編纂会、昭和 19 年。 
永塚利一『渋沢元治』電気情報社、昭和 44 年。 
鴨居 武編・刊『工学博士高松豊吉伝』昭和７年。 
花見朔巳『男爵山川先生伝』同記念会、昭和 14 年。 
日本光学工業編・刊『日本光学工業株式会社二十五年史』昭和 17 年序。 
中村清二『田中舘愛橘先生』中央公論、昭和 18 年。 
光学工業史編集会編・刊『兵器を中心とした日本の光学工業史』昭和 30 年。 
片山正夫編『池田菊苗博士追想録』池田菊苗博士追想会、昭和 31 年。 
鈴木六郎編・刊『味の素沿革史』昭和 26 年。 
金尾清造『長井長義伝』日本薬学会、昭和 35 年。 
根本曽代子編『朝比奈泰彦伝』広川書店、昭和 41 年。 
塩野義製薬編・刊『シオノギ百年』昭和 53 年。 
三宅馨編・刊『武田二郎博士追想』昭和 36）。 
三共六十年史刊行委員会編・刊『三共六十年史』昭和 35 年。 
三共百年史編集委員会編・刊『三共百年史』三共、平成 12 年。 
〈２．転形期の大学・産業界・科学技術〉 
『東京大学百年史』通史１、通史２、資料１、昭和 59-62 年。 
寺崎昌男『日本における大学自治制度の成立』評論社、昭和 54 年。 
寺崎昌男「「講座制」の歴史的研究序説─日本の場合(1)」、「同(2)」、『大学論集』１集、昭和 48 年、２集、昭
和 49 年。 
海後宗臣編『井上毅の教育政策』東京大学出版会、昭和 43 年。 
『京都帝国大学史』昭和 18 年。 
『京都大学七十年史』昭和 42 年。 
『京都大学百年史』総説編、平成 10 年。 
沢柳政太郎「学問独立の新運動と其根本問題」、『新日本』５巻２号、大正４年２月。 




長岡半太郎「欧州物理学実験場巡覧記」１～11、『東京物理学校雑誌』明治 45 年２月－大正２年２月。 




丸和会編・刊『思出の数々─男爵櫻井錠二遺稿』昭和 15 年。 
高峰譲吉「万国応用化学会議に就て並に工業化学研究の挙」、『工業化学雑誌』16 編 184 号、大正２年６月。 
井上幾太郎伝刊行会編・刊『井上幾太郎伝』昭和 41 年。 
防衛研修所戦史室編『陸軍航空の軍備と運用(1）』朝雲新聞社、昭和 46 年。 
辻二郎編『日本機械工業五十年』日本機械学会、昭和 24 年。 
日本国有鉄道『鉄道技術発達史』全５巻、櫻井広済堂、昭和 33 年。 
都崎雅之助『我国の鉄道車両工業』コロナ社、昭和 25 年。 
工学会『明治工業史』造船編、大正 14 年、原書房復刻、平成６年。 
造船協会編『日本近世造船史─明治時代』明治 44 年、原書房復刻、昭和 44 年。 
造船協会編『日本近世造船史─大正時代』昭和 10 年、原書房復刻、昭和 48 年。 
造船協会編・刊『造船協会四十年史』昭和 12 年。 
防衛研修所戦史室編『海軍軍戦備(1）』朝雲新聞社、昭和 44 年。 
『三菱長崎造船所史』昭和３年。 
『三菱重工業社史』昭和 31 年。 
三菱重工業『技術報告』第 15 号、昭和 41 年 11 月、第 33 号、昭和 43 年１月。 
三菱造船編・刊『三菱造船の研究機関』、弘報誌『三菱造船』別冊第１号、昭和 35 年８月。 
『岩崎小弥太伝』同編集委員会、昭和 32 年。 
内丸最一郎『蒸気タービン』丸善、昭和 12 年。 
鎌谷親善『技術大国百年の計』平凡社、平成元年。 
防衛研修所戦史室編『陸軍軍戦備』朝雲新聞社、昭和 54 年。 
電波管理委員会『陸軍無線史』、『日本無線史』９巻、電波管理委員会、昭和 26 年。 
電波管理委員会『海軍無線史』、『日本無線史』10 巻、電波管理委員会、昭和 26 年。 
日本海軍航空史編纂委員会編『日本海軍航空史』３巻、時事通信社、昭和 44 年。 
自動車工業会編・刊『日本自動車工業史稿』１巻、２巻、昭和 40 年、42 年。 
鎌谷親善「大学の近代化と研究体制」、塚原修一編『大学の社会的評価に関する研究』文部省科学研究費補助金研
究成果報告書、平成 12 年。 
『東京電気五十年史』東京芝浦電気、昭和 15 年。 
「マツダ研究所の歩み」編集委員会編『マツダ研究所の歩み』東芝研究開発センター、平成５年。 
『芝浦製作所六十五年史』東京芝浦電気、昭和 15 年。 
『東京芝浦電気鶴見研究所・研究 55 年の歩み』昭和 36 年巻頭言。 
『日本電気七十年史』昭和 47 年。 
岡本終吉編『岩垂邦彦』岩垂好徳、昭和 40 年。 
〈３．大学の変容と産業界〉 
中野実「史料解説：新渡戸稲造他「大学制度改正私見」」、『東京大学史紀要』２号、昭和 54 年３月。 
鎌谷親善「第一次大戦と研究体制の構築」、『科学と国家と宗教』平凡社、平成７年。 
西田幾多郎編『廊堂片影』教育研究会、昭和６年。 
理化学研究所編・刊『研究二十五年』昭和 17 年。 
『東京帝国大学学術大観』工学部・航空研究所、昭和 17 年。 




防衛研修所戦史室編『陸軍航空兵器の開発・生産・補給』朝雲新聞社、昭和 50 年。 
『東北大学五十年史』上下、昭和 35 年。 
『東北大学金属材料研究所五十年史』昭和 41 年。 
『東北大学百年史』８、資料１、平成 16 年。 
森本粂逸編・刊『佐藤定吉先生追想録』昭和 45 年。 
『金属材料研究所要覧』昭和４年版。 
本多先生記念出版委員会編『本多光太郎先生の思い出』誠文堂新光社、昭和 30 年。 
平林真編『本多光太郎』アグネ技術センター、平成 16 年。 
岩瀬慶三『大学教授の随想』昭和 50 年。 
トーキン編・刊『東北金属工業五十年史』昭和 63 年。 




『京都帝国大学史』昭和 18 年。 
『京都帝国大学化学研究所要覧』昭和５年版、昭和 17 年版。 
『住友化学工業社史』昭和 56 年。 
『ユニチカ百年史』上下、平成３年。 
科学技術庁資源調査会『ナイロン・ビニロン工業についての調査報告』昭和 34 年。 
金子幸男編『本邦人造石油事業史概要』人造石油事業史編纂刊行会、昭和 37 年。 
日本化学繊維協会編・刊『日本化学繊維産業史』昭和 49 年。 
鎌谷親善「京都帝国大学附置化学研究所」、『化学史研究』21 巻１号、２号、平成６年。 
 
 
